国立市子どもの学習・生活支援事業（地域型）実施要領

（目的）
第１条　この要領は、生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）に基づく任意事業であり、かつ、地域における生活困窮世帯（生活保護世帯を含む）等の子どもに対して、学習への意欲を培い、自己肯定感を高めて子どもの健全な成長を支え貧困の連鎖を防止することを目的とする。本要領は、地域において学習支援活動を行う事業者等（以下「地域支援事業者」という。）が実施する子どもの学習・生活支援事業（以下「国立市子どもの学習・生活支援事業（地域型）」という。）の実施に必要な事項を定めるものとする。
（事業の実施）
第２条　この事業の実施に当たっては、事業の理念を十分理解し、生活困窮世帯等の子どもの学習・生活支援に熱意ある対応ができる地域の民間事業者等であって、別に定める「国立市子どもの学習・生活支援事業補助金交付要領」に基づく補助金の交付決定を受けたものに、市長は事業を実施させるものとする。
（対象者）
第３条　この事業の対象者は、国立市内に居住する次の小学生、中学生及び高校生（以下「子ども」という。）であり、次に掲げるいずれかに該当する者とする。
（１）生活保護受給世帯の子ども
（２）生活困窮者自立相談支援事業を利用している世帯の子ども
（３）児童扶養手当を受給している世帯の子ども
（４）就学援助を受給している世帯の子ども
（５）その他、本事業の対象とすることが適当であると市長が認めた子ども
（事業の内容）
第４条　この事業の内容は、次に掲げるものとし、（１）については、原則週1回以上実施することとする。
（１）学習習慣の定着等の学習支援
（２）基本的な生活習慣の習得支援
（３）学習以外の行事等の実施
（４）その他、本事業の目的を達成するために、市長が必要と認める事項
（参加の申請）
第５条　子どもの学習・生活支援事業に参加を希望する子どもの保護者（以下「申請者」という。）は、子どもの学習・生活支援事業参加申請書兼同意書（第1号様式）を市長へ提出しなければならない。
（利用の調整及び参加の決定）
第６条　市長は、前条の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、速やかに参加の可否を決定するものとする。
　２　市長は、前項の決定に当たり、市が別に委託して実施する子どもの学習・生活支援　　　　　　事業（以下「委託型事業」という。）の利用定員に空きがない場合等により、委託型事業の利用が困難であると認めるときは、申請者に対して「国立市子どもの学習・生活支援事業（地域型）」の利用を案内し、調整を行うものとする。
　３　市長は、前項の規定による調整の結果、「国立市子どもの学習・生活支援事業（地　　　　　　　　　　　域型）」の利用を決定したときは、子どもの学習・生活支援事業参加（承認・不承認）決定通知書（第2号様式）により申請者へ通知するとともに、受け入れ先となる地域支援事業者へ通知するものとする。
（参加の終了）
第７条　市長は、前条第１項によりこの事業に参加する対象者とその保護者が次の各号のいずれかに該当するときは、事業の参加を終了させるものとする。
（１）事業の対象者の要件を満たさなくなったとき。
（２）参加辞退の申し出があったとき。
（３）事業運営に著しい支障をきたすとき。
（個人情報の保護）
第８条　この事業に従事する者は、事業により知り得た個人情報その他の秘密を申請者の同意なく第三者に漏らしてはならない。事業従事終了後及びその職を退いた後も同様とする。
（その他）
第９条　この要領に定めるもののほか、国立市子どもの学習・生活支援事業（地域型）実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。


附則
１　この訓令は、令和8年8月1日から施行する。

